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なぜ首都直下地震なのか
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出典：日本の地震活動<追補版＞

日本列島周辺の
地殻構造

首都圏の
地下構造
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中央防災会議による首都直下地震シナリオ
■ 東京湾北部、都心東部直下、都心
西部直下＞1万人以上の犠牲者
＝日本の首都機能マヒが懸念される
未曾有の巨大災害

■ 立川断層帯、神縄・国府津ｰ松田
断層帯、三浦断層＝犠牲者が６千名
を超す阪神淡路大震災級の地震災害
＝大都市生活者の生活再建が重要な
課題となる地震災害

■ さいたま市直下、千葉市直下、川
崎市直下、横浜市直下、羽田直下、市
川市直下、成田直下、関東平野北西
部断層帯、伊勢原断層帯、プレート境
界茨城県南部、プレート境界多摩＜犠
牲者２～３千名の阪神淡路大震災以
下の規模の地震災害
＝首都圏におきる局所的に甚大な被
害を生む地震災害
＝広域応援により被害軽減が可能な
地震災害

中央防災会議資料
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中央防災会議
首都直下地震の切迫性

• 残された時間内に、予測される地震被害を
ゼロにできるか？

• できないとすれば、何をするべきか？

• 最悪に備える

• 東京湾北部地震発災後の混乱の極小化し、
復興を可能にするための方策の検討が必要
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ワーストケースシナリオとしての
東京湾北部地震

中央防災会議
首都直下地震

今後30年間で、

70％の発生確率

最悪1.2万人の

犠牲者

112兆円の

直接間接被害

鈴木・林(2008)
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0

鈴木・林(2008)

9

曝露量（東京湾北部M7.3）

曝露量 震度６強地域 震度６弱地域 合計

人口 5,017,544 20,372,552 25,390,096

一般世帯数 2,140,721 8,367,022 10,507,743

一戸建世帯数 607,541 3,341,897 4,012,438

（平成12年国勢調査メッシュ統計をもとに推計）

東京 3,470,677 7,164,775 10,635,452

埼玉 443,544 3,111,543 3,555,087

千葉 791,360 3,614,500 4,405,860

神奈川 311,963 6,481,734 6,793,697

４県計 5,017,544 20,372,552 25,390,096

9

曝露量（東京湾北部M7.3）

曝露量 震度６強地域 震度６弱地域 合計

人口 5,017,544 20,372,552 25,390,096

一般世帯数 2,140,721 8,367,022 10,507,743

一戸建世帯数 607,541 3,341,897 4,012,438

（平成12年国勢調査メッシュ統計をもとに推計）

東京 3,470,677 7,164,775 10,635,452

埼玉 443,544 3,111,543 3,555,087

千葉 791,360 3,614,500 4,405,860

神奈川 311,963 6,481,734 6,793,697

４県計 5,017,544 20,372,552 25,390,096

8都県市の同時被災（わが国が未経験な事態）
鈴木・林(2008)
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シナリオ 風速15m/s 風速3m/s

公的 民間 公的 民間

直接被害
社会基盤 11.4兆円 10.1兆円

住宅 55.2兆円 40.0兆円

間接被害

被災地内の生産額の低下 13.2兆円 12.7兆円

国内の生産額の低下 25.2兆円 24.3兆円

海外の生産額の低下 0.6兆円 0.5兆円

機会損失 6.2兆円 6.2兆円

被害総額
17.6兆

円
94.2兆円 16.3兆円 77.5兆円

・阪神淡路大震災をしのぐ公的な被害（16.3～17.6兆円）→公的資金の投入
・生産額の低下による間接被害（37.5～39.0兆円）→企業のBCP
・民間の住宅被害（40.0～55.2兆円）→市民の防災教育・防災共育

（火災予防だけで16.7兆円の被害軽減効果）

中央防災会議による
東京湾北部地震の経済被害予測
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文部科学省委託事業

「首都直下地震防災･減災特別プロジェクト」
平成19年度から平成23年度

1） 「プレート構造調査・モデル構築研究」

– より正確な地震動予測を行う事を目的とした
研究

2） 「耐震性評価・機能確保研究」

– 構造物の被害抑止を目的とした研究

3） 「広域的危機管理・減災体制研究」

– 発生した被害を最小限に留めるための様々な
施策を検討する事を目的とした研究
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首都圏直下地震を、首都圏を現場とす
る全国的な危機として捉え、日本全国
の防災研究者の英知を集め、災害発生
後に行われる応急対策から復旧・復興
対策までを包拢的にとらえ、被害の「
軽減化」方策の検討を行い、首都圏直
下地震の影響を受けると予想される最
大2,500万人の被災者の生活再建方策の
確立を目指す。

10

研究の目的：
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ⅰ）効果的な行政対応体制の確立

ⅱ）広域的な情報共有及び応援体制の確立

ⅲ）ライフラインの復旧最適化に関する研究

首都圏に集中する重要インフラや社会機能の連鎖的被害の拡

大を防止するため相互に関連したライフライン被害波及・復旧

過程のモデル構築と解析法を開発し、都市機能の防護戦略の策

定に資する。

被災時に防災関係機関や報道機関、企業等が入手すべき情報

等を明らかにし、減災や復興・復旧を目的とした情報集約・加

工・提供のための基盤を構築した上で広域連携による応援体制

の確立と情報共有の実現を図る。

災害発生後の応急対策から復旧・復興対策までを包拢的にと

らえ、被害の軽減化方策や被災者の生活再建も視野にいれた総

合的な危機対応・復興計画を構築し、自治体の協調的・一元的

危機管理体制のもとでの効果的・効率的な被災者支援の展開を

図る。

対策

平常時 時間スケール地震
発生

物理的被害波及 機能的被害波及 復旧支障

相互依存

自律分散型拠点 総合的復旧調整 広域的連携

ミクロスケール
（局所的）

ネットワーク
全体系

マクロスケール
（広域的）

モデル化
空間スケール

３つの研究課題：

10

命を守る活動

Response

社会のストックの
再建活動
Recovery

社会のフローの
復旧活動
Relief

10Hrs

情報と資源の管理

Logistics/Planning

災害対応課題 102Hrs 103Hrs 104Hrs 105Hrs1Hrs

失見当

Disorientation

これまでの災害対
応の視野

広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究
の対象範囲

「未知の領域」
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（i）効果的な行政対応態勢の確立

（a）一元的危機管理対応体制の確立

能登半島地震・新潟県中越沖地震での自治体による災害
対応の実証的研究：富士常葉大学重川希志依グループ

（b）地域・生活再建過程の最適化に関する研究

復興首都直下地震からの最適復興の実現に向けた課題の
整理：首都大学中林一樹東京グループ

（c）効果的な研修・訓練システムの確立

国の防災担当職員の防災研修を通した効果的な訓練の実
施及び評価手法の開発：京都大学防災研究所林春男グ
ループ

2010.02.26
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（ii）広域的情報共有と応援体制の確立：
東京大学生産技術研究所目黒公郎グループ

（a）広域連携体制の構築とその効果の検証

（b）情報システム連携の枠組み構築

（c）広域連携システムのための汎用災害情報ビ
ューアの構築(旧課題名：広域連携システムの
開発)
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（iii）相互に連関したライフラインの復旧最適
化に関する研究：千葉大学山崎文雄グループ

（a）ライフライン施設被害の相関性と復旧過程の実態解明

（旧課題名：系列フローによる災害時の被害波及構造の整
理）

（b）災害時におけるライフライン事業者・利用者の対応に
関する実態調査

（c）ライフライン被害波及モデルと解析法の開発

（d）交通インフラ網等の復旧を基点とした広域連携による
復旧効率化に関する検討

（e）自律分散型拠点構築による地域防災力向上

（f）ライフラインの復旧最適化による企業の事業継続性向上

に関する研究（旧課題名：ライフラインの復旧最適化によ
る企業の事業継続性向上に関する検討）
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「未知の領域」での課題

• 発災後に必要となる災害対応業務の全体像が見え
ない

• 災害対応業務の遂行プロセスが描かれていない

• 個々の業務に関する具体的な業務遂行シナリオが
ない

• 現場対応に必要な具体的事務処理手順が明確でな
い

• 組織間で活動を連携させる仕組みがない

• 個々の制度の連関ならびに統一的視点に立った業
務目標が描かれていない

• 平時とは異なる質・量の業務と日常業務継続のた
めの人的資源配置体制が確立されていない 等
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未曾有の巨大災害である
首都直下地震の全体像を

明らかにする
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「知彼知己、百戰丌殆」（孫子謀攻第三）

• 首都直下地震によって発生するさまざま
な社会現象の全体像（＝災害シナリオ）
を把握する

• 災害の発生を抑止、あるいはその影響を
低減する方策を明確にする

• 方策を実現するための備えを整える

2010.02.26

18

首都直下地震がもたらす問題の全体像の解明



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

私たちは首都直下地震の全体像を
本当に理解しているのか？

• 「自分の専門」だけから見ていないか

• 被災者の視点から見ているのか？

• 国の存亡という視点から見ているのか？

2010.02.26
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出発点

① 首都直下地震はさまざまな被害を生む。

② それらの被害は相互に関連している。

③ いわば首都直下地震の全体像はひとつのシステム
として捉えることができる

④ われわれの任務はこのシステムに対して、その被害
を最小限に止め、できるだけ早期の復旧・復興を実現
することにある

⑤ この際に部分最適を避けなければならない。各自が
部分最適を求めて活動しても、全体最適にならない
からである。

⑥私たちは首都直下地震の全体像を本当に理解してい
るのか？

20
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災害シナリオへのアプローチ

• Albeverio, S., Jentsch V., & Kantz H. 
(Eds.) Extreme Events in Nature and 

Society, 2006, Springerの災害シナリオ
に関する研究

2010.02.26
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地震
環境や生物
に対する直
接的な影響

人工物に対
する直接的
な影響（物
質的被害）

地盤崩壊、雪崩

洪水、津波

地震
環境や生物
に対する直
接的な影響

人工物に対
する直接的
な影響（物
質的被害）

地震
環境や生物
に対する直
接的な影響

人工物に対
する直接的
な影響（物
質的被害）

地盤崩壊、雪崩

洪水、津波

「意外」性による
被害の拡大

地震の少ない地域、
備えのない地域

「意外」性による
被害の拡大

地震の少ない地域、
備えのない地域

破壊された物質
死傷した動物

破壊された
建物・施設

トラウマを受
けた人、恐
怖、パニック

様々な程度
の人的被害

メディア（特に、ラジオ）
企業としての関心vs災害時の

情報源としての責務

病院の活動
能力

無被害建物
の野戦病院
への転用

死亡、受傷した
人の救助？

現場の片付け？

二次災害発生：洪水、火災、
厳しい天候（人が死ぬほどの
寒さ）、現場の片付けの遅れ

建物・施設の機能喪失：
暖房、水洗トイレ、飲料

水、電力破壊された社会基盤（道路、
鉄道、橋梁、トンネル）、供給
システムの機能停止（電力、
上水道、下水道、ガス、電話） 住まいを失う人

の大量発生

産業・商業
活動の停止

被災地外への
大量人口流出

経済・政治問題の発生（例、
株価の変化（建設株価上昇、
サービス株価下落）、保険

業界、予算確保

人道問題の
発生

社会危機、政情
不安の発生

避難

暴行・略奪に
対する恐怖 多大な経費

を必要とす
る個人救済闇市場、詐欺、

汚職の発生

被災地外から
の援助、寄付
（物資、現金）

希少資源の
配給障害

被災地外から
の支援

本当に役に立つか？
（地理不案内、過度に専門的等）

どのような手段で
避難するのか？

地域の孤立：
物資、情報、外か
らの支援の欠如

通信回線の
輻輳

親戚や友人
の安否確認

緊急通話
の増加

危機対応機
関への通信
回線設置

危機対応機
関の対応能
力の限界

有効な対策に
ついての全体
像の欠如

どの対応を優先
させるかについ
ての苦しい選択

地震災害の
因果関係

Albeverio, S., Jentsch V., & Kantz H. (Eds.) Extreme Events in Nature and Society, 2006, Springer
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課題

• Albeverio, S., Jentsch V., & Kantz H. 
(2006）の災害シナリオに関する研究は面
白く、示唆に富む。

• しかし、そこに示される地震災害の像は
「途上国モデル」である。脱工業化社会
の大都市が経験する地震災害について、
その全体像を可視化することが求められ
る。

2010.02.26
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災害シナリオに関する研究が示唆すること

①首都直下地震が一度発生すれば、さまざまな被害
が発生する。

②それらの被害は相互に独立しているわけではなく、
互いに関連している。

③首都直下地震の全体像はひとつのシステムとして
捉えることができる

④われわれの任務はこのシステムが被る被害を最小
限に止め、できるだけ早期にシステムの復旧・復
興を実現することにある。

2010.02.26
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

首都直下地震の全体像を
システムとして捉えると

⑤この際に部分最適を避けなければならない。問題
の対象を小さく限定することで、その部分だけの
最適を行っても、システム全体としての最適とは
ならないことはよく知られている。

⑥さらに、システムの各要素がそれぞれ部分最適を
求めて活動しても、全体最適にならないことは通
常である。

⑦そこで求められることは、システムのパフォーマ
ンスを規定する制約を見いだし、それを打破する
ことで、システムのパフォーマンスをあげること

2010.02.26
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

システムの制約を打破してパフォーマンス
の向上を目指す方法論＝TOC

⑧ひとつの制約を打破しても、また別の制約が生ま
れる。次々と制約を打破することでシステムの
パフォーマンスは向上するというのがTOCであ
る。

⑨TOCの考え方にもとづいてシステムの改善を行う

ためには、システムそのものについて正確な理
解を必要とする。

⑩複雑なシステムの理解を助ける手法として開発さ
れたのが「論理思考プロセス」である。

2010.02.26
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現状問題ツリー
UDE: Undesirable Effect

2010.02.26

27

首都直下地震がもたらす問題の全体像の解明



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

全体WSの達成目標

⑪論理思考プロセスの手続きに依拠して、首都直下
地震の問題構造の解明を行う。

⑫そのためには、首都直下地震について豊富な知識
を持つ人たちが協働して、それぞれの問題認識を
共有し、全体として問題の構造化を行うことが必
要である。

⑬そこで、全体WSを実施する。WSそのものだけで
は時間が足りないので、WSで出された事実を
ファシリテータの手助けで整理し、次のWSに提
出する。

2010.02.26
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全体ワークショップによる
首都直下地震の問題構造把握

•平成19年7月30/31日 「キックオフワークショップ

•平成20年3月13/14日 「下町」ワークショップ

•平成20年7月28/29日 「都心」ワークショップ

•平成21年1月5/6日 「山の手」ワークショップ

•平成21年7月27/28日 「Bay Area」ワークショップ

2010.02.26
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 30

１．キックオフ・ワークショップ

1つの班が扱う「問題構造の根幹に関わる話題」が多すぎ
て，結果的に問題構造の根幹を構造化するためには意見
カードの数が全体的に丌十分な結果となった
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2009.02.27

下町地域で液状
化が発生する

足立、葛飾、江戸川、
墨田、江東では全壊
の木造の建物が

10,000以上になる　

地盤が液状化
になる

大量な遺体が
発生する

2

危険物質・汚染
物質が漏洩す

る 1
地下鉄に運河
からの浸水が
起こる 3

ライフランの機
能停止が長期
化する

護岸が液状化し
て長期化する

1

ライブラインが復旧
したからといって業
務機能がただちに
戻るわけではない1

山の手地域では
木造の建物が密

集する

太田、世田谷、
杉並では火災
が発生する

時間経過ととも
に災害状況が
悪化する 5

死傷者が増え
る

5

被災地内で避
難生活ができ
なくなる 2

関連死が増え
る

7 衛生面が悪化
する

7

都市流浪民が大量
に発生する（帰宅す
る家がなくなった人）

4

疎開しようと思
っても良くところ

がない 1

都心地域では高層
ビルと地下空間が
おおく、中枢機能が
集中している

東京では高層ビ
ル、地下空間、
危険物が多い

7

高速道路で事故
が起こる

3

超高層が被災す
ると復旧に時間
がかかる

3

情報システムが
ダウンする

3

インターネットが
基幹幹線が被害

を受ける
4

帰宅困難者が
大量に発生する

近所づきあいが
ないので　人の行
方がわからない

3

都心に集中する
中下区機能が機
能障害を示す

2000万人の被災
者の安否確認を
することが困難で

ある 6

行政中枢が破
壊される

6

官邸機能が
麻痺する

6
国会中枢が破
壊される

マスコミ機能が
低下する

6

経済中枢が破
壊される

6
域外流入者の
帰還問題が発
生する 4

失業者が増
大する

6

膨大な被災者
のニーズが発
生する

全国的に不
景気になる

災害対応すべき
主体の効率が落

ちる
5

交通網がマヒ
する

3

復興しないか
もしれない

5

円安になって復興
のための資材が
値上がりする

1

災害対応能力
を超えるニーズ
が発生する 5

外国人に対
する偏見が
助長する 1

住民が勝手
な行動をする
ようになる２

復興計画が
すすまない

 
都心 

 
山手 

 
下町 追加

既存

東京の地形特性をルートコーズとして，「下町」「都心」「山の手」
というテーマについて問題の構造化を進める

下町 都心 山の手
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都心
高層建築
大深度地下
各種中枢

下町
強いゆれ
地盤液状化
長期湛水

山の手
火災

流浪者

首都直下地震による代表的な被害シナリオ

2010.02.26
32
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 33

都心
高層建築
大深度地下
各種中枢

首都直下地震による代表的な被害シナリオ

2010.02.26
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

2001年 NY

2010.02.26
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 35

「都心」の課題

• 高層建物のふるまい

• 大震度地下からの避難

• 帰宅困難者

• 地元住民の欠如

• 中枢機能維持

• 基幹事業継続

• 国としての対処方針

• 復旧・復興を総合調整する体制・プログラム
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

1. 国民保護と治安の維持
2. 災害からの迅速な復旧
3. 経済の安定
4. 安全・安心のためのサービスの提供

「首都直下」地震の「首都」性

5. 行政・立法・司法の３権の機能の維持
6. リーダーシップの確立
7. 憲法の擁護
8. 外交関係の維持

直接的な減災・危機管理対象

間接的な達成目標

2010.02.26
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37

山の手
火災
流浪者

首都直下地震による代表的な被害シナリオ

2010.02.26
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 38

火災による被害
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39

火災の影響
冬18時
風速15m/s 風速3m/s人的被害（人）

建物被害 3100 3100
急傾斜地崩壊 900 900
火災 6300 2400
ブロック塀等の倒壊等 800 800
交通被害 200 200

11300 7400

建物全壊棟数・火災消失棟数(万棟）
ゆれ 15.0 15.0
液状化 3.3 3.3
急傾斜地崩壊 1.2 1.2
火災 65.0 29.0

84.5 48.5

冬5時
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40

「絵はがきが語る関東大震災 石井敏夫コレクション」(木村松夫・石井敏夫 編著 拓植書房) 

http://www.bousaihaku.com/cgi-bin/hp/index.cgi?ac1=R205&Page=hpd_tmp

関東大震災での 東京の被害

2010.02.26首都直下地震がもたらす問題の全体像の解明



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

1991 Oakland Hills Fire in California

http://www.flickr.com/photos/davegolden/61711052/

2010.02.26
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「山の手」の課題

• 地盤災害

• 出火防止

• 延焼防止

• 広域避難地の確保・避難路の整備

• 収容避難者対応

• 高齢者・災害時要援護者

• 都市再開発の機会
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43

下町
強いゆれ
地盤液状化
長期湛水

首都直下地震による代表的な被害シナリオ
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44

液状化による被害
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト

45
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2005年
ニューオーリンズ
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 47

出典：http://upload.wikimedia.org/wikipedia/en/8/8d/New_Orleans_Levee_System.gif

図５ ニューオーリンズ市の海抜
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「下町」の課題

• 強い揺れによる家屋倒壊と人的被害の発生

• 地盤の液状化

• ゼロメートル地帯の長期湛水

• 広域避難地の確保・避難路の整備

• 収容避難者対応

• 高齢者・災害時要援護者

• 都市再開発の機会
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全体ワークショップによる
首都直下地震の問題構造把握

•平成19年7月30/31日 「キックオフワークショップ

•平成20年3月13/14日 「下町」ワークショップ

•平成20年7月28/29日 「都心」ワークショップ

•平成21年1月5/6日 「山の手」ワークショップ

•平成21年7月27/28日 「Bay Area」ワークショップ

2010.02.26
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下町
都心

山の手
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 51
2009.02.27

巡検の実施

• 「下町」「都心」「山の手」「Bay Area」

• 実地調査（フィールドワーク）により、地形特
性における問題をそれぞれの専門性に立って把
握し研究者間で共有する

－まちを直接観察する

－ステークホルダーに話を聞く

• チーム４の‘まち歩き’

ノウハウの蓄積による

企画・立案・実施
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２．第１回ファシリテータ―ＷＳ
きわめて抽象度の高いもの（Discard)：25枚→採用しない

首都直下地震の好ましくない結果（UDE）：940枚
首都が持つ特殊性・脆弱性（Condition) ：102枚
問題に対する対応策（Action) ：101枚

カテゴリー名 UDE action condition 合計
1 被害 72 2 0 74
2 経済 51 1 0 52
3 資源 41 7 3 51
4 行政 36 0 7 43
5 交通 35 7 8 50
6 復興 35 3 0 38
7 地域 23 0 0 23
8 住まい 22 1 0 23
9 情報 19 7 0 26

10 避難 19 4 0 23
11 社会基盤 19 3 0 22
12 企業 17 1 0 18
13 医療 14 7 0 21
14 避難所 12 2 0 14
15 治安 12 0 0 12
16 火災 11 4 0 15
17 空地 9 0 0 9
18 体制 8 15 0 23
19 要援護者 8 0 0 8
20 帰宅困難 7 2 2 11
21 衛生 7 0 0 7
22 外国人 7 0 0 7

カテゴリー名 UDE action condition 合計
合計 516 82 64 662

662枚に集約→41カテゴリーに分
類
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３．下町ワークショップ

交通施設の被害を
発生させるハザード

が発生する

63

地盤が悪い

64

道幅が狭く入り組ん
でいる

72

耐震性の低い建物
が多い

71

放置車両が発生す
る

70

通行車両が被災す
る

69

道路施設が被災す
る

68

火災が発生する

67

他のライフラインの
被害による道路通
行支障が発生する

66

停電が発生する

65

道路通行情報が不
足する

73

緊急車両の通行支
障が発生する

74

交通渋滞が発生す
る

75

交通事故が発生す
る

76

車両通行支障が発
生する

78

災害復旧活動が遅
れる

79帰宅障害が発生す
る

77

カテゴリー：
交通（道路）

１つのカテゴリーの中で、発災後の様々な問題を取り扱おうと
したために問題の取り扱いに重点がなくなり、根本的な課題が
はっきり見えない

発災後の被害 被害による影響
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４．第２回ファシリテータ―ＷＳ
１つのカテゴリーで、重点的に扱うべき対応の時間範囲を設けた
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結果

原因

起こって
いる実体

起こって
いる実体

観察された
事実

導出された
事実

現状問題構造ツリー
出典： 「ゴールドラット博士の論理思考プロセス」 同友館

論理思考プロセス：現状問題構造ツリー

現状の問題点とその根本原因との因果関係を論理
的に分析する
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５．都心ワークショップ

問題構造が重層化し、根本問題を明らかにするために全体像を
構造化することが難しい→問題構造をどのように対策に生かす
か

交通事故が発生
する

76

通行車両が被災
する

69

放置車両が発生
する

70

踏切事故が発生
する

857
首都高速道路か
ら自動車が落下

する

858

高速道路上に車
用が放置される

859

耐震性の低い建
物が多い

71

道幅が狭く入り組
んでいる

72

首都高が倒壊し
て周辺道路・建
物が被災する

860

家屋が倒壊する

861

道路が閉塞する

862

地盤が悪い

64

道路施設が被災
する

68

トンネル出入り口
で土砂崩壊災害
が発生する

863

跨線橋が落下す
る

864

交通施設の被害
を発生させるハ
ザードが発生す

る

63

橋梁添加ライフラ
インが被災する

866

津波で湾岸トンネ
ルが水没する

865

鉄道ががマヒす
る

868

火災が発生する

67

ライフラインの供
給支障が発生す

る

867

道路が通行不能
になる

878

一般道の渋滞が
激しくなる

880

道路通行情報が
不足する

73

不要不急な車が
流入する（安否確
認・調査・ボラン

ティア）

879

交通渋滞が発生
する

75

通勤などの交通
ニーズが集中す

る

881

停電が発生する

65

他のライフライン
の被害による道
路通行支障が発

生する

66

人的被害が発生
する

885

信号がマヒする

884

トンネル照明なし

883

交通規制により
通行ができない

882

車両通行支障が
発生する

78

帰宅障害が発生
する

77

迂回通行が増加
する

894

ガソリンが不足す
る

893

緊急輸送路が被
災して物資が不

足する

892

物流に支障が生
じる

891

移動に支障が生
じる

890

有明防災拠点が
孤立する

889

災害復旧活動が
遅れる

79通行量が減少す
る

895

被害状況の把握
が遅れる

870

被害調査ができ
ない

869

復旧資材が不足
する

871

復旧工事人員が
不足する

872

一般道の応急ふ
っきゅは2～3日
で完了する

873
首都高の都内一
部の復旧が長期

化する

874

復旧工事が錯綜
する

875
地下埋設管の復
旧のため交通規
制が行われる

876

応急給水が困難
になる

888
消化活動が遅
れ、延焼火災が
発生する

887

道路の復旧が遅
れる

877

緊急車両の通行
支障が発生する

74

緊急車両の通行
に長時間を要す

る

886

カテゴリー：
交通（道路）

10hr

100h
r

1000hr

1hr
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57

B

A

？
因果関係は
あるのか

B

A

？
因果関係が
逆ではないか

？
この事実は
存在するか

A A
論理が循環
していないか

A 意味は明瞭か

？

B

A

別の原因は
ないか

？B

A

別の結果は
ないか A２

B

A１

？原因はANDか
ORか

現状問題構造ツリー：論理の規定
The Categories of Legitimate Reservation

3. Causality Existence

4. Cause Sufficiency

5. Additional Cause

6. Cause-Effect Reversal

7. Predicted Effect Existence

8. Tautology

2. Entity Existence

1. Clarity
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22種類の課題に対する検討結果

被害
(72)

資源
(41)

行政
(36)

情報
(19)

体制
(8)

対象とせず

交通
(35)

避難
(19)

社会基盤
(19)

医療
(14)

避難所
(12)

治安
(12)

火災
(11)

空地
(9)

要援護者
(8)

帰宅困難
(7)

衛生
(7)

外国人
(7)

ある程度解明できた

地域
(33)

経済
(51)

着手せず
復興
(35)

住まい
(22)

挑戦したが、難しい

企業
(17)

予想外によい

2010.02.26
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６．第2回ファシリテータ―ＷＳ①

出典：重要な社会基盤防護CIP（Critical Infrastructure Protection）

被害を受けたり、対応の主体となる社会システムの構造を意識
して、全体像を構造化する
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６．第2回ファシリテータ―ＷＳ①

社会システムの構造の多層にわたる課題は、全体構造の完成度
がより困難であった

個人 評価

カテＩＤ カテゴリー

個人 家計 市場 産業
公共
サービ
ス

流通
（金融・
交通）

通信・
エネル
ギー・
水

社会・
文化

構造物 自然

濃紫：完
成度高←
桃：完成
度低

13 医療
14 避難所
16 火災
5 交通
21 衛生
15 治安
22 外国人
4 行政
19 要援護者
20 帰宅困難
10 避難
12 企業
11 社会基盤
18 体制
2 経済
8 住まい
7 地域
6 復興
9 情報
3 資源
17 空地
1 被害

民間活動 社会基盤 環境

完成度
高
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現状問題構造ツリー：対立解消図

62 岸良裕司「全体最適の問題解決入門」ダイヤモンド社 (2008) 

問題全体を見て、もっとも中核的な対立点に着目する
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６．第2回ファシリテータ―ＷＳ②
対立解消図を構築することを目指すと根本問題が見えてくる

共通目標：
現在から将来に

わたって続けたい事柄

要望：
～しなけれならない

前提

前提

カテゴリー：
空地
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７．山の手ワークショップ
成果例：企業
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貯蓄

1669

ローン市内(家は買
わない）

1670

田舎に土地・家屋を
持つ

1671

首都直下の際の被
害想定

1673

災害復旧手当の支
給

1672

被害想定・対策の社
員への情報共有

1674

同業種内の支援体
制

1680

本社の移転（災害の
少ない地域へ）

1678
災害時の業務と生
活のバランスどりに
関するルール

1679

ワークシェアリングを
実施する

1675

本社機能の分散

1676
情報システムの分散
配置（情報NWの活

用）

1677

災害に備え共同運
用資金をプールして

おく

1682

異業種間の支援協
力体制

1681

優良企業名の公表
（アメ）（人を切らない
形での事業継続）

1685

公的な融資制度を
作る

1684

各種規制の撤廃

1687

特別な税の猶予・減
免

1686

再建質が稔出できな
い

1883

広域的な職業の斡
旋

1688

個人
個人
世帯

民間
活動

自
企業

共業界
団体

産業

社会
基盤

公共
サービス

企業の問題構造から考えた対策：

54:企業B 2009/1/7

７．山の手ワークショップ
成果例：企業
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Gr3「広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究」

全体WSの成果まとめ

• 制約理論(TOC)における論理思考プロセスを用いること
で、首都直下地震の全体像を定性的に明らかにする

• 参画型での活動過程の中で以下の要素に対応する

① 地域特性を考慮する

② 課題をカテゴリー化して議論を集中させる

③ 重点的に扱うべき対応の時間範囲を規定する

④ 社会システムの構造を意識する

⑤ 対立解消図を構築することで根本問題を明らかにす
る

• 22カテゴリーについて63の成果物を作成した。 その内

、18個は最終構造になる．
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2009.02.27

問題の
全体像

量の
推定

対応
検討

全体WS

ハザードシミュレータ 災害対応シミュレータ

「広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究」

今後の方針
1～2年目

3～4年目 5年目
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本研究が目指しているもの

Disaster Resilienceの向上

• 応急対策と復旧・復興の一体化
– 応急対策は防災系、復旧は各課、復興は企画系

– 災害発生当初の2週間以内に包拢的な枠組みを持つ

• CIPと被災者の生活再建の一体化
– CIP：Critical Infrastructure Protection：重要社会
基盤機能の保護

– 被災者の生活再建に向けた総合的なプログラムの開発

• 災害対応対策と災害対応体制の一体化
– 災害対応メニュー：事案処理

– 災害対応後方支援：指揮調整、情報作戦、資源管理、
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残された時間の中で確実に被害軽減を

行える包拢的な対策群の提案

「首都直下地震防災対策特別措置法」

に盛るべき内容を確定する

69

最終成果物：
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10Hrs 102Hrs 103Hrs 104 Hrs 105Hrs1Hrs

応急対策 復旧・復興対策

復旧 受容・納得

経済成長

都市計画・
住宅再建

都市再建

生活再建

経済再建

災害対応の目的
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本日のプログラム

2010.02.26首都直下地震がもたらす問題の全体像の解明

10:00－10:10 開会挨拶 （文部科学省研究開発局 地震・防災研究課長 鈴木良典）
10:10－11:00 首都直下地震がもたらす問題の全体像の解明

（京都大学防災研究所 教授 林 春男）

首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題
11:10－11:30 帰宅困難者 （（株）サイエンスクラフト 防災部主任 元谷 豊）
11:30－11:50 災害時要援護者 （同志社大学社会学部 教授 立木茂雄）

経済再建の課題
13:00－13:20 経済の再建 （人と防災未来センター 研究副主幹 永松伸吾）
13:20－13:40 企業の再建 （新潟大学危機管理室 教授 田村圭子）
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本日のプログラム
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生活再建の課題
13:50－14:10 地域の再建 （富士常葉大学大学院環境防災研究科 准教授 田中 聡）
14:10－14:30 すまいの再建 （京都大学防災研究所 准教授 牧 紀男）

社会基盤の再建
14:40－15:00 社会基盤の再建 （鹿島建設（株）技術研究所 上席研究員 永田 茂）
15:00－15:20 都市の再建 （人と防災未来センター 研究主幹 越山健治）
15:20－15:40 再建のための空地マネジメント （横浜国立大学 講師 古屋貴司）

首都直下地震がもたらす問題全体像 －残された課題－
15:50－17:00 コーディネーター：林春男、パネリスト：発表者全員


